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１．プランを推進するにあたっての大目標： 「健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対応」（施策目標９-３）
概要： 「生命現象の統合的理解」を目指した研究を推進するとともに、「先端的医療の実現のための研究」等の推進を重視し、国民への成果還元を抜本的に
強化する。

２-1.プログラム名： 医薬品・医療機器・ヘルスケアプログラム
概要：医療現場のニーズに応える医薬品の実用化を推進するため、モダリティの特徴や性質を考慮した研究開発を行う。AI・IoT技術、計測技術、ロボティクス技
術等を融合的に活用し、診断・治療の高度化や、予防・QOL向上に資する医療機器・ヘルスケアに関する研究開発を行う。

上位施策：
⚫ 第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26 日閣議決定）【別添１】
⚫ 統合イノベーション戦略2021（令和３年６月18日閣議決定）【別添２】
⚫ 健康・医療戦略*（令和２年３月27日閣議決定、令和３年４月９日一部変更）【別添３】
⚫ 医療分野研究開発推進計画*（令和２年３月27日健康・医療戦略推進本部決定、令和３年４月６日一部変更）【別添４】
⚫ ワクチン開発・生産体制強化戦略*（令和３年６月１日閣議決定）【別添５】
⚫ バイオ戦略フォローアップ（令和３年６月11日統合イノベーション戦略推進会議決定）【別添２】

【ライフサイエンス分野研究開発プラン】

※ 上記文書の一部(*)は、関係する府省が一体となって取り組むことを想定しており、文部科学省が対応すべき内容部分のみを抜粋することは困難。

２-2.プログラム名： 再生・細胞医療・遺伝子治療プログラム
概要：再生・細胞医療の実用化に向け、細胞培養・分化誘導等に関する基礎研究、疾患・組織別の非臨床研究、疾患特異的iPS細胞を活用した難病の病態
解明・創薬研究及び必要な基盤構築等を行う。また、遺伝子治療について、遺伝子導入技術や遺伝子編集技術に関する研究開発を行う。さらに、これらの分野
融合的な研究開発を推進する。

２-3.プログラム名： ゲノム・データ基盤プログラム
概要：ゲノム・データ基盤の整備・利活用を促進し、ライフステージを俯瞰した疾患の発症・重症化予防、診断、治療等に資する研究開発推進することで個別化予
防・医療の実現を目指す。

２-4.プログラム名： 疾患基礎研究プログラム
概要：医療分野の研究開発への応用を目指し、脳機能、免疫、老化等の生命現象の機能解明や、様々な疾患を対象にした疾患メカニズムの解明等のための
基礎的な研究開発を行う。

２-5.プログラム名： シーズ開発・研究基盤プログラム
概要：アカデミアの組織・分野の枠を超えた研究体制を構築し、新規モダリティの創出に向けた画期的なシーズの創出・育成等の基礎的研究や、国際共同研究を
実施する。また、橋渡し研究支援拠点において、シーズの発掘・移転や質の高い臨床研究・治験の実施のための体制や仕組みを整備するとともに、リバース・トランス
レーショナル・リサーチや実証研究基盤の構築を推進する。

２-6.プログラム名： バイオリソース整備プログラム
概要：バイオリソースの収集・保存・提供等、ライフサイエンス分野の研究基盤の整備等を推進する。

令 和 ４ 年 ６ 月 ３ 日
ライフサイエンス委員会 策定
令 和 ４ 年 1 1 月 ９ 日

一 部 改 訂
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革新的バイオ
医薬品創出基盤
技術開発事業

後 後中前

先端的バイオ
医薬品基盤技
術の企業等へ
の技術移転を
行った課題数

我が国発の革新的な次
世代バイオ医薬品創出
に貢献するため、大学等
における革新的 基盤技
術の開発を推進する。

創薬等ライフサイエンス研究支援技術基盤事業
（BINDS）

中前 後

生命科学・創薬研究支援基盤事業
（BINDS）

後中前

創薬支援により新
たに創薬シーズが
見つかった件数

我が国の優れた基礎研究の成果を医薬品等としての実用化につ
なげるため、創薬等のライフサイエンス研究に資する高度な技術や
施設等を共用する創薬・医療技術支援基盤を整備・強化して、大
学・研究機関等による創薬標的候補等の創出を支援する。

幅広い分野のライフサイエンス研究発展に資する高度な技術や施
設等の先端研究基盤を整備・維持・共用して支援に活用すること
により、大学・研究機関等による基礎的研究成果の実用化を進め
るとともに、医薬品研究開発に留まらないライフサイエンス研究全
般の推進に貢献する。

先端的バイオ創薬等基盤技術開発事業

先端的医薬品等開発における我が国の国際競争力を確保
するため、 アカデミアの優れたシーズを用いてバイオ創薬
や遺伝子治療に係る革新的な基盤技術を開発するとともに、
要素技術の組合せ、最適化による技術パッケージを確立し、
企業導出を目指す。

【ライフサイエンス分野研究開発プラン／医薬品・医療機器・ヘルスケアプログラム】
○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」

○アウトプット指標：化合物提供件数
〇アウトカム指標：創薬支援により新たに創薬シーズが見つかった件数、革新的医療機器の実用化に資する成果の件数

中 後

次世代がん医療創生研究事業

がんの生物学的な本態解明に迫る研究、がんゲノム情報など患者の臨
床データに基づいた研究及びこれらの融合研究を推進することにより、
がん医療の実用化に資する研究を推進する。

次世代がん医療加速化研究事業

次世代がん医療の創生に向けて、出口を意識した国際的にも質の高い研究を支援し、がん
の本態解明等の基礎的研究から見出される新たなシーズを企業や他事業へ導出する。

前 中

新規分子標
的薬剤及び
新規治療法
に資する有
望シーズ、
早期診断・
個別化治療
予測バイオ
マーカー及
び新規免疫
関連有効分
子の数

中 後

医療分野研究成果展開事業

先端計測分析技術・機器開発プログラム、研究成果最適展開支援プロ
グラム（A-STEP）、戦略的イノベーション創出推進プログラム（S-イノ
ベ）、産学連携医療イノベーション創出プログラム（ACT-M）で構成され
ており、これらのプログラムを通じて、大学等で行われる「科学技術の
基礎研究」と、企業で行われる実践的な「応用研究・開発」とをつなぎ、
将来のイノベーションが期待される科学技術のシーズの実用化を推進
する。

医療機器等研究成果展開事業

先端計測分析技術・機器開発プログラムを土台とした後継事業として、アカデミアと企業の連
携を通じて、研究者が持つ独創的な技術シーズを活用した、新しい予防、計測、診断、治療を
可能とする革新的な医療機器・システムの開発を目指す。

前

革新的医療
機器の実用
化に資する
成果の件数

中

革新的な
医薬品・医
療機器の
創出に資
する研究開
発を推進す
る。 後

後
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企業へ導出
される段階
に至った研
究課題数

再生医療実現拠点ネットワークプログラム

幹細胞・再生医学イノベーション創出プログラム

後 前

中

中

後中

iPS細胞研究中核拠点・疾患・組織別実用化研究拠点・技術開発個別課題

再生医療の実用化ハイウェイ

疾患特異的iPS細胞を

活用した難病研究

【ライフサイエンス分野研究開発プラン／再生・細胞医療・遺伝子治療プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
○アウトプット指標：企業へ導出される段階を目指す研究課題数
〇アウトカム指標：企業へ導出される段階に至った研究課題数

前

※再生・細胞医療・遺伝子治療実現加速化プログラム（仮）については事前評価実施前のため、「再生医療実現拠点ネットワークプログラム」の事後評価結果の概要部分を添付する。
再生医療実現拠点ネットワークプログラムの一部については、令和５年度まで継続予定。

疾患特異的iPS細胞の利活用促進・難病研究加速プログラム

再生医療の実現化支援課題

再生・細胞
医療・遺伝
子治療の
実用化に
向け、iPS
細胞等を用
いた病態解
明や、遺伝
子治療技
術との分野
融合的な
研究開発
等を推進す
る。

※ 再生・細胞医療・遺伝子治療実現加速化プログラム
（仮）

中 後
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東北メディカル・メガバンク計画

東日本大震災で未曾有の被害を受けた被災地住民の健康不安の解消に貢献するとともに、ゲノム情報
を含む大規模なコホート研究等を実施し、個別化予防等の東北発次世代医療の実現を目指す。

ゲノム医療実現推進プラットフォーム事業

ゲノム医療実現を目指し、既存のバイオバンク等を研究基盤・連携
のハブとして再構築するとともに、その研究基盤を利活用した目標
設定型の先端研究開発を一体的に行う。

前

オーダーメイド医療の実現プログラム（第３期）

これまでに構築した世界最大規模のバイオバンクを
活用して、疾患関連遺伝子研究や薬理遺伝学研究
を実行し、個人に最適な医療の実現を目指す。

中前 後

ゲノム研究バイオバンク事業

世界最大級の疾患バイオバンク
（BBJ）について、ゲノム医療の実現を
推進するため、管理・運用を行うととも
に、保有する試料・情報の利活用の促
進する。

前

ゲノム医療実現バイオバンク利活用プログラム

我が国のコホート・バイオバンクの連携を促進し、成果を活用で
きる仕組みを整備するため、本事業の下に「東北メディカル・メ
ガバンク計画」、「ゲノム研究バイオバンク事業」、「ゲノム医療
実現推進プラットフォーム事業」、加えて、ゲノムデータ等基盤
的な情報の充実を目指す「次世代医療基盤を支えるゲノム・オ
ミックス解析」実施する。各コホート・バイオバンクを連携を加速
し、成果の利活用を促進することで、次世代医療の実現を目指
す。

前

中 後

中

発見された
疾患関連遺
伝子候補及
び薬剤関連
遺伝子候補
数

【ライフサイエンス分野研究開発プラン／ゲノム・データ基盤プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」

○アウトプット指標：科学誌に論文が掲載された研究成果の数
〇アウトカム指標：発見された疾患関連遺伝子候補及び薬剤関連遺伝子候補数

後

ゲノム・
データ基盤
の整備・利
活用を促進
し、ライフス
テージを俯
瞰した疾患
の発症・重
症化予測、
診断、治療
等に資する
研究開発を
推進する。
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脳科学研究戦略的推進プログラム

臨床と基礎研究の連携強化によ
る精神・神経疾患の克服
（融合脳）

行動選択・環境適応を支える種
を超えた脳機能原理の抽出と解
明（環境適応脳）

中

中

戦略的国際脳科学研究の推進
（国際脳）

革新的技術による脳機能ネットワーク
の全容解明プロジェクト（革新脳）

中

脳とこころの研究推進プログラム

社会に貢献する脳科学の実現を目指し、脳科学研究を戦略
的に推進する。分子及び、神経回路レベルでのヒトの脳の動
作原理等を解明して精神・神経疾患の克服に貢献するため、
脳科学分野での国際連携を見据えた研究開発を推進する。

中

シーズの導出件数

前

老化メカニズムの解明・制御プロジェクト

老化遅延による健康寿命の延長を目的として、老化そ
のものを加齢関連疾患ととらえ、老化メカニズムの解
明、制御を目指す基礎研究を体系的に実施するととも
に、疾患への応用・人材育成等を包括的に推進する。

中 後

【ライフサイエンス分野研究開発プラン／疾患基礎研究プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」

○アウトプット指標：科学誌に論文が掲載された研究成果の数
〇アウトカム指標：シーズの導出件数

医療分野
の研究開
発への応
用を目指し、
脳機能、免
疫等の生
命現象の
解明や、
様々な疾
患を対象に
した疾患メ
カニズムの
解明等の
基礎的な
研究開発を
行う。

後
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2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

中 後

前

アジア・アフリ
カ諸国に整
備した海外研
究拠点を活
用し、国内の
感染症対策
に資する基
礎的知見の
集積、人材育
成等を推進
する。

後 前

感染症研究国際展開戦略プログラム

中前

海外研究拠点の基盤強化を図り、全国の大学や研究機関に開か
れた研究拠点として活用し、各地でまん延する新興・再興感染症の
病原体に対する疫学的調査及び診断治療薬等の基礎的研究を推
進する。 新興・再興感染症研究基盤創生事業

感染症研究
国際ネット
ワーク推進
プログラム

感染症研究革新イニシアティブ

感染症の革新的な医薬品の創出を
図るため、大学等の多様な領域の研
究者が分野横断的に連携し、病原性
の高い病原体等に関する人材育成
や創薬シーズの標的探索研究等を
行う。

国内外の感染症研究拠点等の研究基盤を強化・充実するとともに、幅広い研究
ネットワークを展開し、新興・再興感染症制御に資する基礎的研究等を推進する。

新興・再興
感染症の疫
学研究及び
治療薬、迅
速診断法等
の研究開発
の進捗

医療分野
の研究開
発への応
用を目指し、
脳機能、免
疫等の生
命現象の
解明や、
様々な疾
患を対象に
した疾患メ
カニズムの
解明等の
基礎的な
研究開発を
行う。

後中

5



2014
(FY26)

2015
(FY27)

2016
(FY28)

2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

中 後

中

後中

前

前

治験届出件数のうち
医師主導治験の数

橋渡し研究加速ネットワーク
プログラム

基礎研究の成果を臨床へのつなげるた
めの橋渡し研究支援拠点の機能を強化
するとともに、これら拠点を中核としたネッ
トワークを形成し、成果の実用化に向け
た取組の加速を図る。

橋渡し研究戦略的推進プログラム

全国の大学等の拠点において、他機関のシーズの積極的支援や
産学連携を強化し、大学等発の有望なシーズを育成することで、
アカデミア等における革新的な基礎研究の成果を臨床研究・実用
化へ効率的に橋渡しができる体制を我が国全体で構築し、革新
的な医薬品・医療機器等をより多く持続的に創出することを目指
す。

橋渡し研究プログラム

文部科学省が認める質の高い橋渡し研究支援機能を有する機関を活用し、実用化が期
待されるアカデミア発の優れた研究から革新的な医薬品・医療機器等を創出する。

革新的先端研究開発支援事業

中

中

医療分野国際科学技術共同研究開発推進事業

国立研究開発法人日本医療研
究開発機構が国際連携推進の
ために各国機関と締結している
有効な覚書の数

医療分野における先進・新興国、開発途上国との国際共同研究等を戦略的に推進し、最高水準の医療の提供や地球規模課題の解決に貢献することで、国際協力によるイノベーション創出
や科学技術外交の強化を図る。

世界最先端の医療の実現に向けて、革新的シーズを将来にわたって創出し続けるための分野横断的な基礎研究を推進する。

【ライフサイエンス分野研究開発プラン／シーズ開発・研究基盤プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
○アウトプット指標：橋渡し研究支援拠点で支援しているシーズ数
〇アウトカム指標：治験届出件数のうち医師主導治験の数

アカデミア
の組織・分
野の枠を超
えた研究体
制を構築し、
新規モダリ
ティの創出
に向けた画
期的なシー
ズの創出・
育成等の
基礎的研
究や、国際
共同研究を
実施する。

中

中

ライフサイエンス委員会
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2014
(FY26)

2015
(FY27)

2016
(FY28)

2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

前

中核拠点が大
学・研究機関
等に提供した
実験動物・植
物等を用いて
発表された論
文数

ナショナルバイオリソース
プロジェクト（第３期）

実験動物等の研究材料について収
集・保存・提供を行う拠点を
整備するとともに、国内外の大学及
び研究機関等に提供することにより、
質の高いライフサイエンスの研究の
推進に貢献する。

ナショナルバイオリソースプロジェクト（第４期）

前 後中 後 中

ナショナルバイオリソースプロジェクト（第５期）

国が戦略的に整備することが重要なバイオリソースについて、体系的な
収集・保存・提供等の体制を整備し、品質の確保された世界最高水準の
バイオリソースを大学・研究機関等に提供することにより、我が国のライ
フサイエンス研究の発展に貢献する。

国が戦略的に整備することが重要なバイオリソースにつ
いて、体系的な収集・保存・提供等の体制を整備し、品質
の確保された世界最高水準のバイオリソースを大学・研
究機関等に提供することにより、我が国のライフサイエン
ス研究の発展に貢献する。

中 前後

【ライフサイエンス分野研究開発プラン／バイオリソース整備プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
○アウトプット指標：中核拠点や情報センターの整備件数
〇アウトカム指標：中核拠点が大学・研究機関等に提供した実験動物・植物等を用いて発表された論文数

バイオリ
ソースの収
集・保存・
提供等、ラ
イフサイエ
ンス分野の
研究基盤
の整備等を
推進する。

ライフサイエンス委員会
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「環境・エネルギーに関する課題への対応」（施策目標９－２）
概要：気候変動への対応やカーボンニュートラルの実現、それに伴う社会変革（GX）の推進等の地球規模課題は、人類の生存や
社会生活と密接に関係している。これらの諸問題に科学的知見をもって対応するため、環境エネルギー分野の研究開発成果を生み出
す必要がある。

２ー１．プログラム名：環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム（気候変動研究）
概要：気候変動に係る政策や具体的な対策の立案実施に資するよう、その根拠となる科学的知見を生み出すため、気候変動メカ
ニズムの解明や社会のニーズを踏まえた高精度予測データの創出を推進するとともに、国、自治体、企業等の気候変動対策を中心
とした意思決定への貢献につながる地球環境データ及び解析システムを利活用した研究開発を推進する。
２ー２．プログラム名：環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム（GX技術）
概要：カーボンニュートラルの実現に向けて、徹底的な省エネルギーや温室効果ガスの抜本的な排出削減を実現するため、従来の
延長線上ではない新発想に基づく脱炭素化技術や地域のカーボンニュートラルに必要な分野横断的な知見を創出するための基礎
基盤研究を推進する。

上位施策：
 第６期科学技術・イノベーション基本計画 （令和３年３月26日閣議決定）
 統合イノベーション戦略2022 （令和４年６月３日閣議決定）
 地球温暖化対策計画 （令和3年10月22日閣議決定）
 気候変動適応計画（令和3年10月22日閣議決定）
 パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略 （令和３年10月22日閣議決定）
 革新的環境イノベーション戦略（令和2年1月21日統合イノベーション戦略推進会議決定） ※詳細は別添

【環境エネルギー科学技術分野研究開発プラン】
令和４年７月２９日

環境エネルギー科学技術委員会
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2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

2027
(FY9)

中

中

中

後

前

前

中 後

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標（プログラム２－１）

〇アウトプット指標：論文累積件数（①②）／海外連携実績（②）／共通基盤技術(アプリケーション等)の件数（③④）
データセットの登録累積件数（④）／研究開発に参画した地方公共団体（⑤）

〇アウトカム指標：国、地方自治体、国際機関、民間企業等の気候変動対策検討への活動実績（①②⑤）／DIASの利用者数（③④）

地球環境
データを蓄
積・統合解
析・提供す
るデータ統
合・解析シ
ステム
(DIAS)を
活用した
地球環境
分野のデ
ータ利活
用を推進

【環境エネルギー科学技術分野研究開発プラン／環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム】

環境エネルギー科学技術委員会

①統合的気候モデル高度化研究プログラム

全ての気候変動対策の基盤となる気候モデルの高度化を通じて、国
内外における気候変動対策に活用できる、気候変動メカニズム等の解
明や高精度予測情報を創出

②気候変動予測先端研究プログラム

全ての気候変動対策の基盤となる気候モデルの開発等を通じて、気候
変動メカニズムの解明や高精度な気候変動予測情報の創出等を実施
。脱炭素社会実現に向けて温室効果ガス排出許容量(カーボンバジェッ
ト)等を評価

後 中

③地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム
(DIAS)

地球規模課題の開発に貢献するため、地球観測データ
や気候変動予測結果、社会経済データ等を統合解析し、
科学的・社会的に有効な情報を創出するための共有的
プラットフォームを構築

後

④地球環境データ統合・解析プラットフォーム事業

気候変動、防災等の地球規模課題の解決に貢献するため、地球環境ビッグデータ（地球観測
データ・気候変動予測データ等）を蓄積・統合解析・提供するプラットフォーム「データ統合・解
析システム（DIAS）」を運用・整備するとともに、プラットフォームを利活用した研究開発を推進

⑤気候変動適応技術社会実装プログラ
ム(SI-CAT)

気候変動に係る最先端研究を社会実装
という出口へと橋渡しする協働体制をシ
ステムとして設計・構築することで、自治
体における最適な適応策策定等の支援
を実現

気候変動
に関する
政府間パ
ネル
（IPCC）へ

の貢献や、
国、地方
自治体、
国際機関、
民間企業
等の気候
変動対策
検討への
活用

中

全ての気候
変動対策の
基盤となる
科学的知見
の創出のた
めの気候変
動予測研究
を推進
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2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

2027
(FY9)

前中

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標（プログラム２－２）
〇アウトプット指標：大学等間ネットワークへの参加大学等数（①）／研究開発テーマ数（②③④）／形成された拠点数（④）
〇アウトカム指標：論文累積件数（①②③④）／特許出願累積件数（②③④）／分野横断の共同研究件数（③）／企業との共同研究件数（④）

環境エネルギー科学技術委員会

①大学の力を結集した、地域の脱炭素化加速のための基盤研究開発

大学等が地域の脱炭素化の取組を支援するためのツール等の開発に
係る基盤的研究の推進と研究成果等の共有のための大学間ネット
ワークの構築

②省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体
研究開発

省エネルギー社会の実現に向け、理論・シミュレーション
も活用した材料創製からデバイス化・システム応用まで、
窒化ガリウム(GaN)等の次世代半導体の研究開発を一
体的に加速するための研究開発拠点を構築し、アカデミ
アや企業が連携して、一体的に基礎基盤研究を実施

③革新的パワーエレクトロニクス創出基盤技術研究開発事業

GaN等の優れた材料特性を実現できるパワーデバイスやその特性
を最大限活かすことのできるパワエレ回路システム、その回路動作
に対応できる受動素子等を創出し、超省エネ・高性能なパワエレ技
術の創出を実現

中

大学等が地域の
脱炭素化に向け
た取組を支援す
るために必要な
基盤的な研究開
発を推進

大学等との連携
により地域の
カーボンニュート
ラルへの取組を
加速し、我が国
のカーボンニュー
トラル目標の実
現に貢献

後

次世代半
導体の研
究開発を
加速、基礎
基盤研究
を推進

④次世代X-nics半導体創生拠点形成事業

2035～2040年頃の社会で求められる全く新しい半導体集積回路をアカデミア
において創生することを目指し、新しい原理や材料を活用した挑戦的な研究
開発及び人材育成を行う拠点形成を推進

後

次世代半導体の
ウエハ及びそれ
らを活用したデバ
イスの研究開発
を促進

前 中

【JST】低炭素社会実現のための社会シナリオ研究事業(LCS)

望ましい社会の姿を描き、その実現に至る道筋を示す社会シナリオ研究を推進し、低炭素社会実現のための社会シナリオ・戦略を提案

2050年の抜本的な温室効果ガス削減に向けて従来技術の延長線上にない革新的エネルギー科学技術の研究開発を推進

未来社会創造事業「地球規模課題である低炭素社会の実現」領域

【JST】戦略的創造研究推進事業 先端的低炭素化技術研究開発(ALCA)
リチウムイオン蓄電池に代わる革新的な次世代蓄電池の研究開発を加速するとともに、温室効果ガス削減に大き
な可能性を有し、かつ従来技術の延長線上にない、世界に先駆けた画期的な革新的技術の研究開発を推進

理研 環境資源科学研究事業

バイオマス工学に関する連携促進事業

創発物性科学研究事業

【環境エネルギー科学技術分野研究開発プラン／環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム】
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「未来社会を見据えた先端基盤技術の強化」（施策目標９－１）
概要：我が国の未来社会における経済成長とイノベーションの創出、ひいてはSociety 5.0 の実現に向けて、幅広い分野での活用の可能性を秘める先端計測、光･量子
技術、ナノテクノロジー･材料科学技術等の共通基盤技術の研究開発等を推進する。

２．プログラム名：ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プログラム
概要：ナノテクノロジー・材料科学技術は、他分野の研究開発を支える基盤となる重要な分野であり、幅広い応用が期待される。望ましい未来社会の実現に向けた中長
期的視点での研究開発の戦略的な推進や実用化を展望した技術シーズの展開、最先端の研究基盤の整備強化等に取り組むことにより、ナノテクノロジー・材料科学技術
分野の強化を図り、革新的な材料の創製や研究人材の育成、社会実装等につなげる。

【ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プラン】
令和4年7月22日

ナノテクノロジー・材料科学技術委員会

●第6期科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月26日閣議決定）

第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策

・ＡＩ、バイオテクノロジー、量子技術、マテリアルや、宇宙、海洋、環境エネルギー、健康・医療、食料・農林水産業等の府省横断的に推進すべき分野について、国家戦略に基づき着実
に研究開発等を推進する。

・データ駆動型の研究を進めるため、2023年度までに、マテリアル分野において、良質なデータが創出・共用化されるプラットフォームを整備し、試験運用を開始する。

第３章 科学技術・イノベーション政策の推進体制の強化

④マテリアル 第６期基本計画期間中は、「マテリアル革新力強化戦略」に基づき、国内に多様な研究者や企業が数多く存在し、世界最高レベルの研究開発基盤を有している強みを生
かし、産学官関係者の共通ビジョンの下、産学官共創による迅速な社会実装、データ駆動型研究開発基盤の整備と物事の本質の追求による新たな価値の創出、人材育成等の持続発
展性の確保等、戦略に掲げられた取組を強力に推進する。

●マテリアル革新力強化戦略（令和3年4月27日統合イノベーション戦略推進会議決定）
＜概要＞
「マテリアル革新力」（マテリアル・イノベーションを創出する力）強化に向け、良質なマテリアルの実データの収集・蓄積、利活用促進、重要なマテリアル技術・実装領域での戦略的研究開
発等を推進。
＜戦略策定の意義＞

「マテリアル革新力」を「マテリアル・イノベーションを創出する力」と定義し、本戦略は、それを強化するための戦略と位置付け、具体的には、2030年の社会像・産業像を見据え、Society 
5.0の実現、ＳＤＧｓの達成、資源・環境制約の克服、強靭な社会・産業の構築等に重要な役割を果たす、「マテリアル革新力」を強化するために、社会実装、研究開発、産官学連携
、人材育成を含めた総合的な政策パッケージでとして活用する。
＜アクションプラン＞
１．革新的マテリアルの開発と迅速な社会実装
２．マテリアルデータと製造技術を活用したデータ駆動型研究開発の促進
３．国際競争力の持続的強化
※本戦略は関連する記載内容が膨大なため、「マテリアル革新力強化戦略」本体を別添とする。

【対象となる研究開発課題】 ※令和4年度7月時点
元素戦略プロジェクト＜研究拠点形成型＞／ナノテクノロジープラットフォーム／材料の社会実装に向けたプロセスサイエンス構築事業（Materealize）／マテリアル先端リ
サーチインフラ／データ創出・活用型マテリアル研究開発プロジェクト

上位施策：（特に関連のある内容を抜粋しています。）
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【ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プラン／ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プログラム】
ナノテクノロジー・材料科学技術委員会

2016

(FY28)

2017

(FY29)

2018

(FY30)

2019

(FY1)

2020

(FY2)

2021

(FY3)

2022

(FY4)

2023

(FY5)

2024

(FY6)

2025

(FY7)

2026

(FY8)

2027

(FY9)

2028

(FY10)

2029

(FY11)

2030

(FY12)

2031

(FY13)

前

⑤元素戦略プロジェクト（研究拠点形
成型）

我が国の産業競争力強化に不可欠であ
る希少元素の革新的な代替材料を開発
するため、共同研究組織の密接な連
携・共働の下、物質中の元素機能の理
論解明・解析・特性評価を一体的に実
施する。

①ナノテクノロジープラットフォーム
ナノテクノロジーに関する最先端の研究
設備とその活用のノウハウを有する機関
が協力して、技術領域に応じた全国的な
設備の共用体制を構築するとともに、産
学官連携や異分野融合を推進する。

ナノテクノロ
ジー・材料
科学技術を
支える基盤
の強化・活
用及びデー
タの活用

④データ創出・活用型マテリアル研究開発プロジェクト
10年先の社会像・産業像（カーボンニュートラルの実現、Society5.0の実現、SDGsの達成
、資源・環境制約の克服、強靭な社会・産業の構築）の実現に重要な役割を果たす革新的
な機能を有するマテリアルを効率的に創出することを目的とし、従来の試行錯誤型研究に
データ駆動型研究を取り入れた次世代の共同研究組織を形成し、研究開発を実施する。

後

広範な社会
的課題の解
決に資する
研究開発の
推進

共用の活動を通じて、
我が国のナノテクノロジ
ー・材料研究の研究開
発投資の効率化と成果
最大化に資する。

後
③材料の社会実装に向けたプロセスサイエンス構築事業
死蔵させずにマテリアルを社会実装するために、産学官が
連携した体制を構築し、マテリアルを作り上げる工程で生
じる諸現象の解明、制御技術の創出、プロセスの設計を一
気通貫で取り組み、プロセスサイエンスの構築を目指す。

②マテリアル先端リサーチインフラ
我が国全体で高品質なマテリアルデータが持続的かつ効果的に創出・利活用
されるマテリアルDXプラットフォーム構想を実現するため、重要技術領域ご
とに強みを持つ先端設備群を有するハブと特徴的な装置・技術を持つスポー
クからなるハブ＆スポークの体制を構築し、最先端設備の共用及びデータ収
集・蓄積・構造化を実施する。

後

未来社会に
おける新た
な価値創出
に向けた研
究開発の推
進

中

「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標

○アウトプット指標： 先端共用設備における利用者に対する支援件数（①②）／利用料収入（①②）／登録機器数（②）
プロセスサイエンス構築により獲得されたプロセス・構造・物性の相関の件数（③）／ワークショップにおける参画機関数（④）／参画機関数（⑤）

○アウトカム指標 ： 査読付論文数（①②④⑤）／産学官からの相談件数（③）／資金導入機関からの資金導入状況（③）
データの創出・活用に関する報告書数（④） ／５つのフォーカス領域（代替・減量・循環・規制・新機能）の対象材料に関する特許数（⑤）

後

中

中

中

中

中

前

「超スマート社会」を実
現するために必要とな
る機能性材料・構造材
料の新たな研究手法の
開発等を推進。

また、新たな技術領域・
未来社会を切り拓く挑
戦的な基礎・基盤的な
研究開発も推進。

本年度においては、①ナノテクノロジープラットフォーム及び⑤元素戦略プロジェクト＜研究拠点
形成型＞の事後評価を実施する。それらの事後評価の結果は、その他ナノ材事業の運営の参
考とする。また、予期せぬアウトカムが得られた際には、その都度本様式へ反映する。

後

前

中

中
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「安全・安心の確保に関する課題への対応」（施策目標9－4）
概要： 安全かつ豊かで質の高い国民生活を実現するため、「地震調査研究の推進について（第3期）」（令和元年５月

31日 地震調査研究推進本部）や「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）の推進につ
いて（建議）」（平成31年１月30日 科学技術・学術審議会）等に基づき、地震等の自然災害から国民の生命及び
財産を守るための研究開発等を行い、これらの成果を社会に還元する。

２－１ ．プログラム名：防災科学技術分野研究開発プログラム（達成目標2、3）
概要：自然災害を観測・予測することにより、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力の向上と社会の持続

的発展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リスク評価手法の高度化
を図る（達成目標２）。自然災害発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しそ
の持続的発展を保つためには、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を
図る（達成目標３）。

【対象となる研究開発課題】

防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト、情報科学を活用した地震調査研究プロジェクト、次世代火
山研究・人材育成総合プロジェクト

上位施策：第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26日閣議決定）
第２章 Society5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
１．国民の安心と安全を確保する持続可能で強靭な社会への変革
（３）レジリエントで安全・安心な社会の構築

頻発化・激甚化する自然災害に対し、先端ＩＣＴに加え、人文・社会科学の知見も活用した総合的な防災力の発揮により、適切な
避難行動等による逃げ遅れ被害の最小化、市民生活や経済の早期の復旧・復興が図られるレジリエントな社会を構築する。

国際的な枠組みを踏まえた地震・津波等に係る取組も含め、自然災害に対する予防、観測・予測、応急対応、復旧・復興の各プ
ロセスにおいて、気候変動も考慮した対策水準の高度化に向けた研究開発や、それに必要な観測体制の強化や研究施設の整
備等を進め、特に先端ICT等を活用したレジリエンスの強化を重点的に実施する。

【防災科学技術分野研究開発プラン】 令和4年4月22日
防災科学技術委員会

２－２ ．プログラム名：防災科学技術分野研究開発プログラム（達成目標１）
概要：地震調査研究を推進し、成果を活用する。
【対象となる研究開発課題】

南海トラフ海底地震津波観測網の構築
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2016
(FY28)

2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

中前

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標（プログラム2－１、2－2共通）

〇アウトプット指標：

〇アウトカム指標：

・被害の軽
減につなが
る予測手法
の確立

・建築物・イ
ンフラの耐
災害性の向
上

・自然災害
の不確実性
と社会の多
様性を踏ま
えたリスク
評価手法の
確立

・発災後の
早期の被害
把握

・迅速な早
期の復旧

・防災業務
手順の標準
化・適応化

・複合・誘発
災害等を考
慮した発災
後早期の被
害推定及び
状況把握・
予測技術の
研究開発

・災害情報
を リ ア ル タ
イ ム で 推
定・予測・収
集・共有し、
被害最小化
や早期復旧
につなげる
技術の研究
開発

・発災直後
の応急対応
から被災者
の生活再建
支援等を含
む復旧・復
興対策に必
要な研究開
発

【防災科学技術分野研究開発プラン／防災科学技術研究開発プログラム】
防災科学技術委員会

後

後

首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト
概要：首都直下型地震等に備え、リアルな被害予測に基づく首都機能の脆弱性を判断して
効果的な防災対策につなげるとともに、発災時の個々の人の適切な防災行動を支援

都市の脆弱性が
引き起こす激甚
災害の軽減化プ
ロジェクト

地域防災対策支援研究プロ
ジェクト

後

南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト
大災害からの被害軽減を図るための防災対策を、自治体と連携しながら
検討するとともに、「東南・東南海・南海地震の連動性評価研究」での
調査未領域等において、地震・津波発生メカニズムの解明、地震・津波
シミュレーション等を実施

中

後

日本海地震・津波調査プロジェクト
日本海側の津波や地震の防災対策の検討に資するため、地震・津波の観測調査、メカニズムの解
明等を実施

中 後

防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト
概要：南海トラフ沿いの「異常な現象」の科学的・定量的評価を目指す理学研究と、住
民・企業等の防災対策・対応のあり方等の工学・社会科学研究を連携して推進

前 後

情報科学を活用した地震調査研究プロジェクト
概要：情報科学と地震学が融合した研究を進め、これまで蓄積してきた莫大な地震関連データ
を活用した新たな地震調査研究のアプローチの創出を図る

前

後

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト
概要：火山研究を持続的に発展させ、今後10年間で火山研究及び人材育成の一体的な強化を図り、火山災害の軽減に貢献

中 後

南海トラフ海底地震津波観測網の構築（海底地震・津波観測網の構築・運用の
一部として実施）
概要：地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサーを備えたリアルタイム観測可能な高密度
海域ネットワークシステムを開発・製作し、南海トラフ地震想定震源域の西側にある高知県沖～
日向灘にかけて、観測網を敷設

前 後

地震防災研究戦略プロジェクト
今後、地震・津波の切迫性が高い又は調査が不十分とされる地域における地震防災プ
ロジェクトや、地域の防災力向上のための調査研究等を実施

プログラム２－１

プログラム２－２

（1）基盤的観測体制の整備（稼働率）、火山データの一元化、極端気象災害や複合連鎖型災害の発生過程の解明、データ公開の充実
（2）普及型耐震工法の確立、IoT等を用いた測定技術の開発、災害に強いまちづくりへの寄与
（3）防災リテラシー向上のための教育・啓発手法の開発及びそれによる被害軽減効果の定量化の確立
（4）査読付き論文数、研究成果報道発表数
（1）被害の軽減につながる予測手法の確立
（2）建築物・インフラの耐災害性の向上
（3）自然災害の不確実性と社会の多様性を踏まえたリスク評価手法の確立

※現在実施中の事業の中間評価については、その成果等を次の課題につなげていくために必要であるため、事後評価を課題の終了前に実施し、毎年度本委員会において実施状況に関する資料の提出を受け、質疑の時間を設けることをもって、中間評価の実施に代える
ものとする。

（次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトは、「第11期研究計画・評価分科会における研究開発課題の評価について」の（2）中間評価において、「課題の実施期間が5年程度で終了前に事後評価の実施が予定される課題」とされているところ該当しないため、2022年
度に中間評価をおこなうこととする。）

中
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「国家戦略上重要な基幹技術の推進」（施策目標９－５）
概要： ・・・宇宙・航空、海洋・極域、更には原子力の研究開発及び利用の推進については、産業競争力の強化や経済・社会的課題へ

の対応に加えて、我が国の存立基盤を確固たるものとするものであり、国家戦略上重要な基幹技術として、長期的視野に
立って継続的な強化を行う。

上位施策：「航空科学技術分野に関する研究開発ビジョン」 （令和4年7月8日研究計画・評価分科会）一部抜粋

【航空科学技術分野研究開発プラン】 令和４年7月6日

航空科学技術委員会

５．.未来社会デザイン・シナリオを実現する具体個別の研究開発の取組

未来社会デザイン・シナリオを実現するために、我が国の優位技術を考慮した研究開発戦略、異分野連携も活用した革新技術の創出、出口を見据えた産業
界との連携の３つの観点を踏まえて、次に掲げる研究開発を推進する。

５．１．既存形態での航空輸送・航空機利用の発展に必要な研究開発

安全性、信頼性、環境適合性、経済性等の社会の流れを踏まえた共通の要求への対応を追求するとともに、「より速く」、「より正確に」、「より快適に」、「より
無駄なく」といったユーザー個々のニーズに細かく対応した高付加価値のサービスが提供されることを目指し、以下の研究開発に重点的に取り組む。

ア．脱炭素社会に向けた航空機のCO2 排出低減技術の研究開発

イ．超音速機の新市場を拓く静粛超音速機技術の研究開発

ウ．運航性能向上技術の研究開発

５．２．次世代モビリティ・システムによる更なる空の利用に必要な研究開発

無人航空機（ドローン）や“空飛ぶクルマ”が空における次世代モビリティ・システムとして持続可能な人間中心の交通ネットワークの実現に貢献し、既存形態
の航空機にはないメリットも生かしつつ、これまで航空に対して向けられていなかったユーザーのニーズを満たすような性能を持ち、かつこれらのモビリティ
の安全な運航を可能とする技術が、電機産業・自動車産業をはじめとする航空以外の分野の技術や宇宙技術、デジタル技術等と融合しつつ確立することを
目指し、基礎的研究や運航管理といった側面から、以下の研究開発に重点的に取り組む。

ア．国土強靭化等を実現する多種・多様運航統合／自律化技術の研究開発

イ．宇宙輸送にも適用可能な水素燃料適用技術の研究開発

５．３．デザイン・シナリオを実現するための基盤技術の研究開発

デザイン・シナリオの実現に向けて、新たなニーズや社会の変化に対応した新しい発想を取り入れながら持続可能な航空産業への転換を図りつつ、国際競
争力を強化していくため、数値シミュレーションを中心とする解析技術や大型試験設備を活用した試験・計測技術等の基盤的技術に着実に取り組むとともに、
これらの分野での技術蓄積を活かしたデジタル統合設計技術の構築、設計や認証に必要な試験を代替する数値シミュレーション技術の開発、大型試験設
備を活用した解析手法の検証及びデータ連結（スレッド）等にも取り組む必要がある。具体的には、航空機の設計・認証・製造・運用・廃棄というライフサイク
ル全体のデジタルトランスフォーメーション（DX ）により効率化、高速化するとともに新たな航空機の創出に資する航空機ライフサイクルDX技術の研究開発
を重点的に進める。

２．プログラム名：航空科学技術分野研究開発プログラム
概要：・・・第 6期科学技術・イノベーション基本計画期間を含む今後の 10 年程度を見通しつつ、今後文部科学省として推進すべき個

別具体の研究開発課題についてとりまとめた航空科学技術分野に関する研究開発ビジョン（令和4年7月8日研究計画・
評価分科会）の実現に向けた活動を進める。
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2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

2027～
(FY9)

環境適合性・経済性向上の研究開発
・コアエンジン技術（燃焼器、タービン等）

後中前

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標
〇アウトプット指標： ・・・〇航空科学技術の研究開発の達成状況（JAXAが実施している共同/委託/受託研究数の観点も含む）
〇アウトカム指標： ・・・①航空科学技術の研究開発における連携数（JAXAと企業等との共同/受託研究数）

②航空科学技術の研究開発の成果利用数(JAXA保有の知的財産(特許、技術情報、プログラム/著作権)の供与数)
③航空分野の技術の国内外の標準化、基準の高度化等への貢献

【航空科学技術分野研究開発プラン／航空科学技術分野研究開発プログラム】
航空科学技術委員会

デザイン・シナリオを実現するための基盤技術の研究開発

次世代モビリティ・システムによる更なる空の利用に必要な研究開発

超音速機の新市場を拓く静粛超音速機技術の研究開発
・全機ロバスト低ブーム設計技術 / 統合設計技術

国土強靭化等を実現する多種・多様運航統合 / 自律化技術の研究開発
・有人・無人混在運航管理技術
・高密度運航管理技術
・自律化要素技術

宇宙輸送にも適用可能な水素燃料適用技術の研究開発
・宇宙輸送にも適用可能な水素燃料適用技術(宇宙連携)

既存形態での航空輸送・航空機利用の発展に必要な研究開発

航空機ライフサイクル DX 技術の研究開発

新型コロナウイルス感染症で
社会のあり方が大きく変化

中 後前

次世代細胴機の国際共同開発→

～2030

次世代広胴機、水素航空機の国際共同開発→

・低騒音化技術

中 後前

～2027
超音速機の騒音基準策定、
陸上超音速機の国際共同開発→

～2029
既存航空機運航への適用→

運航性能向上技術の研究開発
・気象影響防御技術

・運航制約緩和技術（2023～）

既存航空機
運航への適用→

既存航空機への適用、
次世代細胴機の国際共同開発→

平時の有人・無人機連携、
空飛ぶクルマの実用化の拡大→

～2030

水素航空機、宇宙機に貢献→

次世代細胴機、
空飛ぶクルマで活用→

コロナ禍を経て期待
されるニューノーマル
社会への対応
・脱炭素社会に向け
た航空機のCO2排出
低減
・安全性、信頼性、環
境適合性、経済性等
をバランスした多様な
ニーズ対応

次世代モビ リ ティの
安全な運航を可能 と
する技術が、電機産
業・自動車 産業を は
じめとする航空以外
の分野の技術や宇宙
技術、デジタル技術
等と融合しつつ確立

新たなニーズや社会
の変化に対応し た新
し い 発想を取り入れ
ながら 持続可能な航
空産業への転換を図
りつつ、国際競争力
を強化

環境適合性・経済性向上の研究開発
・グリーンエンジン技術（エンジン高効率化）
・エコウィング技術（複合材適用構造重量低減）
・低騒音化技術（航空機及びエンジン）

中前

※デザイン・シナリオを実現するための基盤技術の研究開発に
係るこれまでの主な取組
・数値シミュレーションを中心とする解析技術や大型

試験設備を活用した試験・計測技術等の基盤技術の蓄積

※次世代モビリティ・システムによる更なる空の利用に必要な
研究開発に係るこれまでの主な取組
・航空安全技術研究開発(2013～2017)

災害時航空機統合運用システム
・次世代航空技術の研究開発(2013～2017)

災害監視システム

※既存形態での航空輸送・航空機利用の発展に必要な研究
開発に係るこれまでの主な取組
・次世代航空技術の研究開発(2013～2017)

エミッションフリー航空機技術
・航空安全技術研究開発(2013～2017)

ウエザー・セーフティ・アビオニクス（晴天乱気流検知）

後

脱炭素社会に向けた航空機のCO2排出低減技術の研究開発
・電動ハイブリッド推進システム技術
・革新低抵抗軽量化機体技術

・エンジンロバスト運用技術（2024～）
・水素電動エンジン技術

後
現行機改善へ→

静粛超音速機統合設計技術の研究開発
・国際基準策定への貢献
・要素技術研究
・システム設計検討

後中

国民の安全
と安心を確
保する持続
可能で強靭
な社会への
変革や、知
のフロンティ
アを開拓し
価値創造の
源泉となる
研究力の強
化の推進
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「国家戦略上重要な基幹技術の推進」（施策目標９－５）
概要：宇宙・航空、海洋・極域、更には原子力の研究開発及び利用の推進については、産業競争力の強化や経済・社会的課題

への対応に加えて、我が国の存立基盤を確固たるものとするものであり、国家戦略上重要な基幹技術として、長期的視
野に立って継続的な強化を行う。

２ー１．プログラム名：原子力科学技術分野研究開発プログラム（達成目標８）
概要：福島第一原子力発電所の廃炉やエネルギーの安定供給・原子力の安全性向上・先端科学技術の発展等を図る。

２ー２．プログラム名：原子力科学技術分野研究開発プログラム（達成目標９）
概要：原子力分野の研究・開発・利用の基盤整備を図る。

上位施策：第６期エネルギー基本計画（令和３年10月22日閣議決定）抄

５．2050年を見据えた2030年に向けた政策対応
（６）原子力政策の再構築

②原子力利用における不断の安全性向上と安定的な事業環境の確立
東京電力福島第一原子力発電所の廃炉や、今後増えていく古い原子力発電所の廃炉を安全かつ円滑に進めていくためにも、高いレベルの

原子力技術・人材を維持・ 発展することが必要である。
（略）我が国は、事故の経験も含め、原子力利用先進国として、安全や核不拡散及び核セキュリティ分野、地球温暖化対策の観点からの貢献

が期待されており、また、周辺国の原子力安全を向上すること自体が我が国の安全を確保することとなるため、多様な社会的要請を踏まえた
技術開発等を通じて高いレベルの原子力人材・技術・産業基盤の維持・強化を図るとともに、再稼働や廃炉等を通じた現場力の維持・強化が必
要である。

④国民、自治体、国際社会との信頼関係の構築
(c)世界の原子力平和的利用と核不拡散・核セキュリティへの貢献

（略）核不拡散分野においては、核燃料の核拡散抵抗性の向上や、保障措置技術や核鑑識・検知の強化等の分野における研究開発におい
て国際協力を進め、核不拡散の取組を強化していくことが重要である。（略）政府は、ＩＡＥＡ等国際機関と連携しつつ、原子力新規導入国に対す
る人材育成・制度整備支援等を一元的に実施 していく。

【原子力科学技術分野研究開発プラン】

令和４年８月１６日

原子力科学技術委員会

17



2016
(FY28)

2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

中 中

核
不
拡
散
・
核
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
に
資
す
る
技

術
開
発
等

原
子
力
の
安
全
性
向

上
に
向
け
た
研
究

福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
の
対

処
に
係
る
、
廃
炉
等
の
研
究
開
発

原
子
力
科
学
技
術
分
野
に
お
け
る
人
材
育
成

原
子
力
の
基
礎
基
盤
研
究

中 中

中 中

中 中

原子力システム研究開発事業
革新的原子力システム（原子炉、再処理、燃料加工）の実現に向け、競争的研究資金制度により提案型公募事業を実施

英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業
・文科省委託事業

－廃止措置研究人材育成等強化プログラム

国際廃炉研究開発機構（IRID）等と連携し、廃炉に貢献する人材を育成・確保

－原子力基礎基盤戦略研究プログラム
廃炉の加速等に貢献する国際共同基盤研究及び原子力の安全性向上や新たな原子力利用による課題解決に貢献する基礎研究を推進

・ＪＡＥＡ補助金事業 （Ｈ30～）

－廃炉研究等推進事業費補助金によるプログラム
原子力損害賠償・廃炉等支援機構が取りまとめた戦略プラン等に基づき、廃炉現場のニーズを一層踏まえた国内外の研究機関等との
研究開発・人材育成の取組をJAEA廃炉国際共同研究センターを中核として推進

国際原子力人材育成イニシアティブ
産学官連携による人材育成体制の構築、人材育成のための原子力施設・設備の共同利用の促進

核不拡散・核セキュリティ関連業務
国際的な核不拡散・核セキュリティの向上のため、国際協力の下、アジア地域を中心とした人材育成及び核物質の測定・検知・鑑識技術開発を実施

プログラム２－１

プログラム２－２

【原子力科学技術分野研究開発プラン／原子力科学技術研究開発プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標
〇アウトプット指標：原子力分野における査読付き論文の公開数、研究成果報道等発表件数（プログラム２－１・２－２共通）
〇アウトカム指標：除染、廃炉、廃止措置に資する研究の推進に関する取組の進捗状況、福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全性向上のための研究開発の進捗状況、独創

性･革新性の高い科学的意義を有する研究成果の創出状況（プログラム２－１）
放射性廃棄物減容化研究開発等の進捗状況、原子力施設に関する新規制基準・安全確保対策等の取組の進捗状況、丁寧な対話活動等を通じた社会の理解度
の状況（プログラム２－２）

※上記の他、原子力機構（JAEA）への運営費交付金により、原子力に関する基礎的研究・応用の研究から核燃料サイクルに関する研究開発、安全規制行政等に係る技術支援、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に関する研究開発を実施

原子力科学技術委員会

福島第一原子力発
電所の廃炉等を始
めとした原子力分
野の課題解決

多様な原子力シス
テムに関し、基礎的
研究から工学的検
証に至る領域にお
ける革新的な技術
の確立

国際的な核不拡
散・核セキュリティ
強化

福島第一原子力発
電所の廃炉等を始
めとした原子力分
野の課題解決に資
する人材の確保

企業や国際社会か
ら求められる人材
像をより適確に把
握し、効果的・効率
的・戦略的な原子
力人材の確保

中 ：中間評価
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「環境・エネルギーに関する課題への対応」（施策目標９－２）
概要： ・・・気候変動やエネルギー確保の問題等、環境・エネルギー分野の諸問題は、人類の生存や社会生活と密接

に関係している。このことから、環境・エネルギーの諸問題を科学的に解明するとともに、国民生活の質の
向上等を図るための研究開発成果を生み出す。

２．プログラム名：核融合科学技術分野研究開発プログラム
概要：・・・ITER計画・BA活動を推進しつつ、原型炉開発のための技術基盤構築に向けた戦略的取り組みを推進

するとともに、核融合理工学の研究開発等を進めることにより、核融合エネルギーの実現に向けた研究
開発に取り組む。

上位施策：第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月２６日閣議決定）
現在見直しに向けた議論が進められている「エネルギー基本計画」等を踏まえ、省エネルギー、再生可能
エネルギー、原子力、核融合等に関する必要な研究開発や実証、国際協力を進める。
（第２章１．（２）（C)②より一部抜粋）

第６次エネルギー基本計画（令和３年１０月２２日閣議決定）
核融合エネルギーの実現に向け、国際協力で進められているトカマク方式のＩＴＥＲ計画や幅広い
アプローチ活動については、サイトでの建設や機器の製作が進展しており、引き続き、長期的視野に立っ
て着実に推進するとともに、技術の多様性を確保する観点から、ヘリカル方式・レーザー方式や革新的
概念の研究を並行して推進する。（６．⑦より一部抜粋）

統合イノベーション戦略２０２２（令和４年６月３日閣議決定）
多様なエネルギー源の活用のため（略）核融合等に関する必要な研究開発や実証、国際協力を進める。
（第１章２．（３）①より一部抜粋）

経済財政運営と改革の基本方針２０２２（令和４年６月７日閣議決定）
水素・アンモニア やＣＣＵＳ／カーボンリサイクル、革新原子力、核融合などあらゆる選択肢を追求した
研究開発・人材育成・産業基盤強化等を進める。（第２章１．（４）より一部抜粋）

核融合科学技術委員会

令 和 ４ 年 ６ 月 2 1 日

【核融合科学技術分野研究開発プラン】
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ITER計画（建設段階）等の推進

2016
(FY28)

2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

中 中

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」

プログラム達成状況の評価のための指標
○アウトプット指標： ・・・①我が国が調達責任を有するITER機器の製作の着実な推進、②JT60SAの組立工程の完了及び運転の開始、

③LHDにおける１億2,000万度の高性能プラズマの生成、④予備的な原型炉設計活動と研究開発活動の完了、
⑤アウトリーチヘッドクオーターを通して多様な双方向型の交流の実施

○アウトカム指標： ・・・ ①ITER建設作業の進捗と計画の着実な進展への貢献、②JT60SAについて先進プラズマ研究開発のプラット
フォームの構築、③LHDの実験結果のITER計画と原型炉設計の進展への貢献、④原型炉の工学設計に向
けた見通しの把握、⑤核融合エネルギー実現に向けた社会の理解と支援基盤の構築

【 核融合科学技術分野研究開発プラン／核融合科学技術分野研究開発プログラム】 核融合科学技術委員会

幅広いアプローチ（BA）活動

＜フェーズⅠ＞

日欧協力により、ITER計画を補完・支援するとともに原型炉に必要な技術基盤の研究開発を

推進。フェーズⅠでは主な研究環境の整備完了、フェーズⅡでは組立を完了し運転を開始する
ことにより、ITERの運転と原型炉の開発に向けた研究開発・支援のプラットフォームを構築。

＜フェーズⅡ＞

国
際
約
束
に
基
づ
く
Ｉ
Ｔ
Ｅ
Ｒ
計
画
・
Ｂ
Ａ
活
動
の
推
進

ITER計画
核融合エネルギーの実用化に向けて、国際協力でトカマク方式の研究開発を推進。
我が国が調達責任を有する機器の製作等を実施。 ITER

運転開始

学術研究・基礎研究の総合的推進等

①ITER建設作業
の進捗と計画の
着実な進展への
貢献

②JT60SAについ
て先進プラズマ
研究開発のプ
ラットフォームの
構築

③LHDの実験結果
のITER計画と原
型炉設計の進展
への貢献

④原型炉の工学設
計に向けた見通
しの把握

⑤核融合エネル
ギー実現に向け
た社会の理解と
支援基盤の構築

※）

（※）核融合原型炉研究開発に関する
第２回中間チェック＆レビュー（CR2）
実施後すみやかに中間評価を実施
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「未来社会を見据えた先端基盤技術の強化」（施策目標９－１）
概要： 我が国の未来社会における経済成長とイノベーションの創出、ひいてはSociety5.0の実現に向けて、幅広い分

野での活用の可能性を秘める先端計測、光・量子技術、ナノテクノロジー・材料科学技術等の共通基盤技術の
研究開発等を推進する。

２．プログラム名：光・量子技術分野研究開発プログラム
概要：内外の動向や我が国の強みを踏まえつつ、中長期的な視野から、21世紀のあらゆる分野の科学技術の進

展と我が国の競争力強化の根源となり得る量子科学技術の研究開発及び成果創出を推進する。

上位施策：
○量子未来社会ビジョン（令和４年４月22日 統合イノベーション戦略推進会議決定）

５．今後の取組
Ⅰ．各技術領域の取組

（１）量子コンピュータに関する取組 （２）量子ソフトウェアに関する取組 （４）量子計測・センシング／量子マテリアル等に関する取組

Ⅱ．イノベーション創出のための基盤的取組

○量子技術イノベーション戦略（令和２年１月21日 統合イノベーション戦略推進会議決定）
１．技術開発戦略 ２．国際戦略 ３．産業・イノベーション戦略 ４．知的財産・国際標準化戦略 ５．人材戦略

○第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26日 閣議決定）
２．官民連携による分野別戦略の推進 ③量子技術

・・・（略）・・・「量子技術イノベーション戦略」に基づき、・・・（略）・・・基礎基盤的な研究開発から社会実装に至る
幅広い取組を、我が国の産学官の総力を結集して強力に推進する。

【光・量子技術分野研究開発プラン】

令和４年８月１０日
量子科学技術委員会
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2016
(FY28)

2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

【光・量子技術分野研究開発プラン／光・量子技術分野研究開発プログラム】
量子科学技術委員会

光・量子技術飛躍フラッグシッププログラム（Q-LEAP）
概要：量子情報処理、量子計測・センシング、次世代レーザー領域における研究開発及び

人材育成を推進する

前 中

我が国の競
争力強化の
根源となり
得る優れた
研究成果の
創出

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標

〇アウトプット指標： ・・・研究成果の創出状況（関連事業を通じた研究成果の学会等発表・論文等掲載数（累計））
〇アウトカム指標： ・・・関連事業による研究成果の論文掲載数に占めるTOP10%論文割合

次世代加速器要素技術
開発プログラム
概要：ビーム入射スキームに
関する実装可能な基盤技術開発
を推進する

光・量子融合連携
研究開発プログラム
概要：光・量子ビー
ム技術の利用研究等
を推進する

最先端の光の創成を
目指したネットワーク
研究拠点プログラム
概要：光科学技術の
研究開発及び人材
育成を推進する

経済・社会的
な重要課題に
対し、量子科
学技術（光・量
子技術）を駆
使して、非連
続的な解決を
目指す研究開
発の推進

中 後

後

後
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「オープンサイエンスとデータ駆動型研究開発等の推進」（施策目標８－３）
概要： 研究の飛躍的な発展と世界に先駆けたイノベーションの創出、研究の効率化による生産性の向上を実現するた

め、情報科学技術の強化や研究のリモート化・スマート化を含めた大型研究施設などの整備・共用化の推進、
次世代情報インフラの整備・運用を通じて、オープンサイエンスとデータ駆動型研究等を促進し、我が国の強み
を活かす形で、世界の潮流である研究のデジタルトランスフォーメーション（研究DX）を推進する。

２．プログラム名：量子ビーム分野研究開発プログラム
概要：研究DXを支える大型研究施設（Spring-8、SACLA、J-PARC、次世代放射光施設（NanoTerasu））や全国の

研究施設・設備・機器の整備・共用を推進し、研究成果の一層の創出・質的向上を図る。

上位施策：
○第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26日 閣議決定）

・官民共同の仕組みで建設が進められている次世代放射光施設の着実な整備や活用を推進するとともに、大型研究施設や大学、国立研究
開発法人等の共用施設・設備について、リモート化・スマート化を含めた計画的整備を行う。

○経済財政運営と改革の基本方針2022（令和４年６月７日 閣議決定）
・大型研究施設の官民共同の仕組み等による戦略的な整備・活用の推進、情報インフラの活用を含む研究DXの推進･･･等により、研究の質

及び生産性の向上を目指す

○新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・フォローアップ（2022年）（令和４年６月７日 閣議決定）
・研究DXの実現に向けて、AI・データ駆動型研究を推進するため、研究デジタルインフラ（スパコン、データストレージ、SINET）や先端共用設

備群、大型研究施設の高度化を進める
・官民地域パートナーシップに基づき、2023年度の次世代放射光施設の稼働を目指すとともに、産学官金・地域が連携したイノベーションコ

ミュニティーの形成を支援する

○統合イノベーション戦略2022（令和４年６月４日 閣議決定）
・次世代放射光施設について、官民地域パートナーシップによる役割分担に従い、2023年度の稼働を目指し着実に整備を推進
・SPring-8・SACLA・J-PARCをはじめとする量子ビーム施設について、着実な共用を進めるとともに、施設間連携やリモート化・スマート化に

向けた取組を推進
・SPring-8について、データセンターやデータインフラの整備、データ共有に向けた取組等を着実に推進
・SPring-8のみならずJ-PARC等の他の大型研究施設についても、データセンター整備やデータ共有に向けた取組等について検討

【量子ビーム分野研究開発プラン】
令和４年８月１０日

量子科学技術委員会
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量子科学技術委員会

【量子ビーム分野研究開発プラン／量子ビーム分野研究開発プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」

プログラム達成状況の評価のための指標
〇アウトプット指標： ・・・各施設の年間運転時間（次世代放射光施設（NanoTerasu）にあっては、加速器・ビームラインの開発・整備進捗率）
〇アウトカム指標： ・・・各施設に関係した研究の発表論文数。

2016
(FY28)

2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

前

中

中中

中

中

大型研究施
設の整備・
共用の推進

我が国の研
究力強化や
生産性向上
への貢献に
よる国際競
争力の強化

官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設（NanoTerasu）の推進
概要：国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構における加速器等の整備を行う

大強度陽子加速器施設（J-PARC）
概要：運転時間の確保及び利用環境の充実に努め、広範な分野の研究者等の利用に供する

大型放射光施設（SPring-8）・X線自由電子レーザー施設（SACLA）
概要：運転時間の確保及び利用環境の充実に努め、広範な分野の研究者等の利用に供する

中
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進」（施策目標８－３）
概要：研究の飛躍的な発展と世界に先駆けたイノベーションの創出、研究の効率化による生産性の向上を実現するため、情

報科学技術の強化や、研究のリモート化・スマート化を含めた大型研究施設などの整備・共用化の推進、次世代情報インフラ
の整備・運用を通じて、オープンサイエンスとデータ駆動型研究等を促進し、我が国の強みを活かす形で、世界の潮流である
研究のデジタルトランスフォーメーション（研究DX）を推進する。

２－１. 情報分野研究開発プログラム（１）AIP:人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合プロジェクト
概要：未来社会における新たな価値創出の「鍵」となる、人工知能、ビッグデータ、IoT、サイバーセキュリティについて、「理研革新知能

統合研究センター（AIPセンター）」に世界最先端の研究者を糾合し、革新的な基盤技術の研究開発や我が国の強みであるビッグデータ
を活用した研究開発を推進するとともに、関係府省等と連携することで研究開発から社会実装までを一体的に実施する。

【情報分野研究開発プラン】 令和４年８月１日

情報委員会

２－２. 情報分野研究開発プログラム（２）Society5.0実現化研究拠点支援事業
概要：大学等において、情報科学技術を基盤として、事業や学内組織の垣根を越えて研究成果を統合し、社会実装に向けた取組を加

速するため、学長等のリーダーシップにより組織全体としてのマネジメントを発揮できる体制構築を支援する。

２－３. 情報分野研究開発プログラム（３）AI等の活用を推進する研究データエコシステム構築事業
概要：オープンサイエンスとデータ駆動型研究等を国際水準で促進し、我が国の研究力の飛躍的発展を図るため、分野・機関を越えて

データを共有・利活用するための全国的な研究データ基盤の構築・高度化・実装等を行う研究DXの中核機関群（※）を支援する。また、
中核機関群では、全国的な研究データ基盤等の利用を促進するため、全国の大学・研究機関・産業界によるデータ駆動型研究の支援
や、研究DXを進めるための環境整備として、データマネジメントに係る人材育成の方策の検討・実施、研究データの取扱に関するルー
ル・ガイドライン等の整備も行う。
※ 上記取組を効果的に実施するため、研究データ基盤の構築・高度化・実装の中心的役割を担う機関（中核機関）が、複数の関係機
関（共同実施機関）と有機的に連携した体制を構築する。

２－４. 情報分野研究開発プログラム（４）革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ（ＨＰＣＩ）の構築
概要： HPCIを構築するとともに、この利用を推進する。具体的には、「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」の対象で

ある「富岳」と国内の大学等のスパコンを高速ネットワークで結び、多様なユーザーニーズに応える計算環境を提供するHPCIを構築する
とともに、幅広い分野の研究者等による利用を促進する。また、次世代計算基盤に関して、我が国として独自に開発・維持するべき技術
を特定しつつ、具体的な性能・機能等について調査検討する。
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【情報分野研究開発プラン】

上位施策：
第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26日閣議決定）
第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化
（２）新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進）

まず、データの共有・利活用については、研究の現場において、高品質な研究データが取得され、 これら研究データの横断的検索を可能にする
プラットフォームの下で、自由な研究と多様性を尊重しつつ、オ ープン・アンド・クローズ戦略に基づいた研究データの管理・利活用を進める環境
を整備する。特にデータの 信頼性が確保される仕組みが不可欠となる。また、これらに基づく、最先端のデータ駆動型研究、ＡＩ駆動型 研究の実
施を促進するとともに、これらの新たな研究手法を支える情報科学技術の研究を進める。 同時に、ネットワーク、データインフラや計算資源につい
て、世界最高水準の研究基盤の形成・維持を図り、 産学を問わず広く利活用を進める。また、大型研究施設や大学、国立研究開発法人等の共用
施設・設備につい て、遠隔から活用するリモート研究や、実験の自動化等を実現するスマートラボの普及を推進する。これによ り、時間や距離の
制約を超えて、研究を遂行できるようになることから、研究者の負担を大きく低減すること が期待される。また、これらの研究インフラについて、
データ利活用の仕組みの整備を含め、全ての研究者に 開かれた研究設備・機器等の活用を実現し、研究者が一層自由に最先端の研究に打ち
込める環境が実現する。

【目標】 ・ オープン・アンド・クローズ戦略に基づく研究データの管理・利活用、世界最高水準のネットワーク・ 計算資源の整備、設備・機器の共用・
スマート化等により、研究者が必要な知識や研究資源に効果的に アクセスすることが可能となり、データ駆動型研究等の高付加価値な研究が加
速されるとともに、市民 等の多様な主体が参画した研究活動が行われる。
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2016
(FY28)

2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

2027
(FY9)

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標

プログラム（１） 〇アウトプット指標：人工知能やビッグデータ解析関連の国際的に権威のある会合での入賞者数（累計）/共同研究の参画研究機関数
〇アウトカム指標：ＡＩＰセンターの研究成果に基づき実社会での実証実験に至っている案件数（累計）/AIPセンターの研究成果に基づき開発

された、次世代の新たな人工知能基盤技術の数（累計）
プログラム（２） 〇アウトプット指標：企業、自治体、他の研究機関等の参画機関数/国際会議開催等のアウトリーチ活動件数

〇アウトカム指標：社会実装された研究開発のテーマ数/企業等との共同研究契約の件数/社会実装のための実証実験の完遂/外部資金獲
得状況

プログラム（３） 〇アウトプット指標：中核機関群の選定後に具体的な指標を検討/全国的な研究データ基盤と接続・連携する個別分野等のデータプラット
フォーム数※中核機関群の選定後に目標値について検討

〇アウトカム指標：全国的な研究データ基盤にデータを登録する機関数※中核機関群の選定後に目標値について検討/全国的な研究デー
タ基盤で検索可能な研究データのメタデータ数※中核機関群の選定後に目標値について検討/機関リポジトリを有する国立
大学法人・大学共同利用機関法人・国立研究開発法人におけるデータポリシーの策定率

プログラム（４）〇アウトプット指標：HPCIの中核となるスーパーコンピュータ「富岳」の年間稼働率
〇アウトカム指標：集計年度末までに登録された、HPCIを利用した研究の論文発表数

【情報分野研究開発プラン／情報分野研究開発プログラム（１）～（４）】
情報委員会

※ 研究開発課題の評価に当たり、必要に応じて、外部有識者の意見を踏まえた評価を行う。

HPCI（革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ）の運営
概要：多様なニーズにこたえる革新的な計算環境の運用、次世代計算基盤に係る調査検討

中中

「富岳」成果創出加速プログラム
概要：世界最高水準のスパコン「富岳」を用いた成果の

早期創出

前

プログラム(４)ＨＰＣＩの構築

AIP:人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合プロジェクト

中

Society 5.0実現化研究拠点支援事業
前 中

プログラム(１)

プログラム(２)

プログラム(３)

中

前

研究者が必
要な知識や
研究資源に
効果的にア
クセスする
ことが可能
となり、デー
タ駆動型研
究等の高付
加価値な研
究が加速さ
れる

後

後

AI等の活用を推進する研究データエコシステム構築事業

中前新たな研究
システムの構
築（オープン
サイエンスと
データ駆動
型研究等の
推進）
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